
大規模水害時における広域避難の検討についてひきこもりに関する支援状況等調査結果概要
調査概要

○調査目的
・若者特有の現象とされていた「ひきこもり」については、中高年層の増加や家族の高齢化などへの対応が必要となっており、都においても切れ目の
ないきめ細かな支援を行うため、新たに「東京都ひきこもりに係る支援協議会」（以下、「支援協議会」という。）を設置し、今後の支援の方向
性について検討を開始

・本調査は、支援協議会における検討の資料とするため、相談・支援機関や連携・協力機関の支援等の状況の傾向を把握することを目的として
実施

1275人

6人

6人
4人

1人

※集計母数：項目の一部又は全てが集計可能だった回答数

○調査期間
令和２年９月～11月

調査対象 集計母数等 調査のねらい

１ 関係機関
（保健所、生活困窮者自立
相談支援機関、民間支援
団体等）
（664か所）

１ 集計母数 319件（48.0％）

ひきこもりに係る相談ありと回答した機関（195か所）の合計に
ついて

・関係機関への相談件数（延べ件数）31,600件

・関係機関への相談者数 6,654人
※「電話」・「対面（来所）」・「アウトリーチ」・「メール」・
「SNS」・「その他」の合計

※同一の相談者が複数の相談方法により相談を行っている
場合や、一人の当事者について複数の相談者がいる場合等、
重複があり得る

【ひきこもりに係る相談・支援の実施機関】
当事者・家族の状況や、相談・支援機関の取
組状況（実施体制や内容、連携の現状、課題
や必要と感じていること）などの傾向を把握

２ 地域包括支援センター
（457か所）

２ 集計母数 277件（60.6%）

３ 集計母数 1,747件（67.7%）

【ひきこもりに係る相談・支援機関に繋いでいる
機関等】
委員活動や見守り・アウトリーチ支援等を通じて、
当事者や家族を発見・把握等した場合の対応・
連携の現状や課題・必要と感じていることなどの
傾向を把握

３ 民生委員・児童委員
（経験年数10年以上・
2,580人）

○調査回答の対象期間
１ 関係機関 【相談実績についての質問】 平成31年４月１日から令和２年３月31日までの１年間

【相談実績以外についての質問】 令和２年９月時点の状況
２・３ 地域包括支援センター・民生委員・児童委員 調査回答時点の状況
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大規模水害時における広域避難の検討についてひきこもりに関する支援状況等調査結果概要 １ー①
調査概要

○調査対象
・関係機関（区市町村、国、都、民間団体：664か所）
※保健所、生活困窮者自立相談支援機関、民間支援団体等

2822人

1275人

・関係機関への相談者は、親と当
事者がそれぞれ4割程度

調査結果（主なもの）

36人 6人

6人
4人

1人当事者
41.6%

親
45.4%

兄弟・姉妹
3.8%

その他
9.2%

(1)相談者の当事者との関係

2,039人

2,224人

187人

449人

19歳以下

14.7%

20歳代

29.1%30歳代

23.7%

40歳代

15.4%

50歳代

9.2%

60歳以上

3.1%

不明

5.0%

(2)当事者の年齢

9人

392人
629人

1,246人

1,014人

658人

132人213人

39歳以下

1.1% 40歳代

9.2%

50歳代

20.5%

60歳代

23.4%

70歳代

15.7%

80歳以上

6.9%

不明

23.1%

(4)生計維持者である親の年齢

192人

431人
145人

24人

491人
330人

485人

○集計母数
・関係機関：319件（48.0％）

当事者

5.9%

親

75.1%

配偶者

0.9%

兄弟・姉妹

1.4%

その他

家族等

1.1%

生活保

護など

8.7%

不明

5.1%

その他

1.9%

(3)主たる生計維持者

137人

1,742人

118人

32人
20人

44人

25人
203人

・生計維持者である親の年齢層
で多いのは、60歳代、50歳代、
70歳代の順番に多い

・当事者の年齢は、半数以上が30歳
代以上となっている

・主たる生計維持者は、親が最も多い

○調査実施期間
令和２年９月～11月

○調査回答の対象期間
・相談実績についての質問 平成31年４月１日から令和２年３月31日まで
・相談実績以外についての質問 令和２年９月時点の状況

※ひきこもりに係る相談ありと回答した機関（195か所）のうち、各質問への回答が空欄（未把握等）のものを除いた数は、（1）が157か所、
（2）が161か所、（3）が151か所、(4)が144か所であるため、合計数は一致しない。
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大規模水害時における広域避難の検討についてひきこもりに関する支援状況等調査結果概要 １－②
調査結果（主なもの）

2822人

1275人

36人 6人

6人
4人

1人

91

38
79

157

15

62

15

53

19

23

57

55

31

42

② ひきこもりに係る知識や支援ノウハウを有していない

当事者や家族からの相談に対して、適切な対応が分からない

③ 当事者・家族が抱える悩みが多岐に渡っているため、対応に時間がかかる

① 家族から相談があっても、当事者が相談・支援を望んでいない

関係機関との関係構築が十分でないため、適切に連携して対応できない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）がない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）を知らない

相談・支援に至るまでに長期間経過しており、対応が難しいと感じる

当事者がいる家庭の存在は把握しているが、ひきこもりの相談に繋げられない

近隣住民等からの情報提供や相談があるが、当事者・家族にアプローチができない

きめ細かな相談を行うための人員体制が整っていない

家族から相談があっても、相談が継続せず途切れてしまう

特になし

未回答
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12人

72

34
75

118

8

50

10

93

18

18

46

26

43

72

ひきこもりに係る知識や支援ノウハウを有していない

当事者や家族からの相談に対して、適切な対応が分からない

③ 当事者・家族が抱える悩みが多岐に渡っているため、対応に時間がかかる

① 家族から相談があっても、当事者が相談・支援を望んでいない

関係機関との関係構築が十分でないため、適切に連携して対応できない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）がない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）を知らない

② 相談・支援に至るまでに長期間経過しており、対応が難しいと感じる

当事者がいる家庭の存在は把握しているが、ひきこもりの相談に繋げられない

近隣住民等からの情報提供や相談があるが、当事者・家族にアプローチができない

きめ細かな相談を行うための人員体制が整っていない

家族から相談があっても、相談が継続せず途切れてしまう

特になし

未回答

0 20 40 60 80 100 120 140

・若年層・中高年層ともに、「家族から相談があっても、当事者が相談・支援を望んでいない」が最も多い。
・中高年層については、「相談・支援に至るまでに長期間経過しており、対応が難しいと感じる」が２番目に多い。

(1)若年層（おおむね39歳以下）への相談・支援において関係機関が課題と感じていること
（複数回答・３つまで選択可）

(2)中高年層（おおむね40歳以上）への相談・支援において関係機関が課題と感じていること
（複数回答・３つまで選択可）
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大規模水害時における広域避難の検討についてひきこもりに関する支援状況等調査結果概要 １－③
調査結果（主なもの）

2822人

1275人

・「身近な地域における相談体制の充実」、「地域における連携ネットワークづくり」、「居場所の運営」の順に今後必要な支援が選ばれている。

36人 6人

6人
4人

1人

132

48

14

8

7

19

8

3

10

7

7

19

31

84

19

4

24

26

18

20

18

16

9

5

15

23

17

17

24

40

20

21

21

33

28

3

① 身近な地域における相談体制の充実

② 地域における連携ネットワークづくり

効果的な普及啓発の充実

支援ガイドマップ作成・配布（支援機関が掲載されたマップ等）

相談・支援機関向け研修会・事例検討会

③ 居場所の運営

家族向けのひきこもりに関するセミナー、家族教室等

ひきこもりの家族会と連携した取組の充実（ピアサポーター等）

当事者・家族向け講演会・相談会・勉強会

中間的就労等を含めた就労支援

当事者団体・家族会との連携、当事者の声を聴く機会づくり

その他

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

（3）今後必要な支援
1位 2位 3位

12人

※優先順位順に上位3つまで選択

資料２



大規模水害時における広域避難の検討についてひきこもりに関する支援状況等調査結果概要 ２－①

調査結果（主なもの）

2822人

1275人

・「年１～２件」、「年３～４件」、「年５～10件」、
「月１件程度」を合わせて９割超

36人

6人
4人

1人

把握している・

把握したことが

ある
92.4%

把握していな

い・把握したこと

がない
7.2%

未回答
0.4%

(1)担当地区におけるひきこもりの状態にある方の把握

状況

1件

256件

20件

ほとんどない
5.9%

年１～２件
32.0%

年３～４件
31.3%

年５～10件
23.4%

月１件程度
5.1%

その他
1.2%

未回答
1.2%

(2)ひきこもりの状態にある方を新たに把握する件数

13件

82件

80件

60件

15件
3件

3件

・「把握している・把握したことがある」が９割超

調査概要

○調査対象
・地域包括支援センター（457か所）

○調査実施期間
令和２年９月～11月

○集計母数
・地域包括支援センター：277件（60.6％）

○調査回答の対象期間
調査回答時点の状況

資料２



大規模水害時における広域避難の検討についてひきこもりに関する支援状況等調査結果概要 ２ー②
調査結果（主なもの）

2822人

1275人

36人 6人

6人
4人

1人

48

41
99

155

39

32

22

86

50

37

40

41

14

7

ひきこもりに係る知識や支援ノウハウを有していない

当事者や家族からの相談に対して、適切な対応が分からない

② 当事者・家族が抱える悩みが多岐に渡っているため、対応に時間がかかる

① 家族から相談があっても、当事者が相談・支援を望んでいない

関係機関との関係構築が十分でないため、適切に連携して対応できない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）がない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）を知らない

③ 相談・支援に至るまでに長期間経過しており、対応が難しいと感じる

当事者がいる家庭の存在は把握しているが、ひきこもりの相談に繋げられない

近隣住民等からの情報提供や相談があるが、当事者・家族にアプローチができない

家族から相談があっても、相談が継続せず途切れてしまう

若年層の当事者がいる家庭の存在を把握したことがない

特になし

未回答

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

12人

52

36
109

208

24

49

16

164

52

52

36

2

4

1

ひきこもりに係る知識や支援ノウハウを有していない

当事者や家族からの相談に対して、適切な対応が分からない

③ 当事者・家族が抱える悩みが多岐に渡っているため、対応に時間がかかる

① 家族から相談があっても、当事者が相談・支援を望んでいない

関係機関との関係構築が十分でないため、適切に連携して対応できない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）がない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）を知らない

② 相談・支援に至るまでに長期間経過しており、対応が難しいと感じる

当事者がいる家庭の存在は把握しているが、ひきこもりの相談に繋げられない

近隣住民等からの情報提供や相談があるが、当事者・家族にアプローチができない

家族から相談があっても、相談が継続せず途切れてしまう

中高年層の当事者がいる家庭の存在を把握したことがない

特になし

未回答

0 50 100 150 200 250

・若年層・中高年層ともに、「家族から相談があっても、当事者が相談・支援を望んでいない」、「当事者・家族が抱える悩みが多岐に渡って
いるため、対応に時間がかかる」、「相談・支援に至るまで長期間経過しているケースが多く、対応が難しいと感じる」が上位３つを占めている

(1)若年層（おおむね39歳以下）の当事者がいる家庭への相談・支援において地域包括支援センターが課題と感じていること
(複数回答・３つまで選択可)

(2)中高年層（おおむね40歳以上）の当事者がいる家庭への相談・支援において地域包括支援センターが課題と感じていること
(複数回答・３つまで選択可)
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大規模水害時における広域避難の検討についてひきこもりに関する支援状況等調査結果概要 ３ー①

調査結果（主なもの）

2822人

1275人

・「把握している・把握したことがある」という回答が４割弱で、
「把握していない・把握したことがない」が６割超

36人

6人
4人

1人

12人

把握している・

把握したことが

ある
37.7%

把握していな

い・したことがな

い
61.8%

未回答
0.5%

(1)担当地区におけるひきこもりの状態にある方の把握

状況

9件

658件

1,080件

調査概要

○調査対象
・民生委員・児童委員（経験年数10年以上：2,580人）

○調査実施期間
令和２年９月～11月

○集計母数
・民生委員・児童委員：1,747件（67.7%）

ほとんどない
65.3%年１～２件

22.5%

年３～４件
2.7%

年５～10件
1.2%

月１件程度
0.3% その他

6.2%

未回答
1.7%

(2)ひきこもりの状態にある方を新たに把握する件数

18件

８件

430件

148件

２件

41件

11件

・「ほとんどない」が６割超

○調査回答の対象期間
調査回答時点の状況
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大規模水害時における広域避難の検討についてひきこもりに関する支援状況等調査結果概要 ３－②
調査結果（主なもの）

2822人

1275人

36人 6人

6人
4人

1人

500

299
257

549

128

74

226

447

255

273

114

762

95

88

③ ひきこもりに係る知識や支援ノウハウを有していない

当事者や家族からの相談に対して、適切な対応が分からない

当事者・家族が抱える悩みが多岐に渡っているため、対応に時間がかかる

② 家族から相談があっても、当事者が相談・支援を望んでいない

関係機関との連携が十分でないため、適切に紹介して対応できない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）がない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）を知らない

相談・支援に至るまでに長期間経過しており、対応が難しいと感じる

当事者がいる家庭の存在は把握しているが、ひきこもりの相談に繋げられない

近隣住民等からの情報提供や相談があるが、当事者・家族にアプローチができない

家族から相談があっても、相談が継続せず途切れてしまう

① 若年層の当事者がいる家庭の存在を把握したことがない

特になし

未回答

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

(1)若年層（おおむね39歳以下）への相談・支援において民生委員・児童委員が課題と感じていること

12人

422

236
261

474

104

67

193

416

212

230

112

762

99

164

③ ひきこもりに係る知識や支援ノウハウを有していない

当事者や家族からの相談に対して、適切な対応が分からない

当事者・家族が抱える悩みが多岐に渡っているため、対応に時間がかかる

② 家族から相談があっても、当事者が相談・支援を望んでいない

関係機関との連携が十分でないため、適切に紹介して対応できない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）がない

地域にひきこもりに係る支援の社会資源（居場所や家族会等）を知らない

相談・支援に至るまでに長期間経過しており、対応が難しいと感じる

当事者がいる家庭の存在は把握しているが、ひきこもりの相談に繋げられない

近隣住民等からの情報提供や相談があるが、当事者・家族にアプローチができない

家族から相談があっても、相談が継続せず途切れてしまう

① 中高年層の当事者がいる家庭の存在を把握したことがない

特になし

未回答

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

(2)中高年層（おおむね40歳以上）への相談・支援において民生委員・児童委員が課題と感じていること

・若年層・中高年層ともに、「当事者がいる家庭の存在を把握したことがない」、「家族から相談があっても、当事者が相談・支援を望んで
いない」、「ひきこもりに係る知識や支援ノウハウを有していない」の順に多い

(複数回答・３つまで選択可)

(複数回答・３つまで選択可)

資料２


